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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期
第１四半期
連結累計期間

第72期
第１四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日

売上高 （千円） 9,184,969 9,242,222 44,174,420

経常利益又は経常損失（△） （千円） 120,201 △163,776 866,567

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 80,374 △138,703 311,252

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 231,991 △214,127 144,865

純資産額 （千円） 7,728,542 7,208,626 7,501,151

総資産額 （千円） 28,943,401 27,027,228 27,989,091

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 3.90 △6.74 15.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 22.6 26.9 27.0

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、長期化する個人消費の低迷や新興国経済の減速、英国のＥＵ

離脱を契機とした金融市場の混乱など、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移しました。

　建設業界におきましては、公共工事・民間工事とも受注環境は比較的堅調に推移いたしましたが、慢性的な技術

者・技能労働者の不足や労務単価・資機材単価の上昇が懸念され、引き続き厳しい経営環境が続くと思われます。

　こうした状況の中、当社グループは顧客の更なる信頼と満足に応える企業を目指し、技術・品質・価格の総合的

な競争力の向上に努め、受注と利益の確保に取り組んでまいりました。

　その結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高が9,242百万円（前年同四半期比0.6％増）となりまし

た。利益につきましては、営業利益92百万円（前年同四半期比17.9％減）、経常損失163百万円（前年同四半期は

経常利益120百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失138百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半

期純利益80百万円）となりました。

　また、当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比

べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

　セグメントの業績を示すと、次の通りであります。なお、当社グループでは、セグメント利益については四半期

連結損益計算書の売上総利益を基礎としております。

　また、当第１四半期連結会計期間より、事業を取り巻く様々な環境変化に迅速に対応することを目的とした会社

組織の変更に伴い、報告セグメントを従来の「建築」、「土木」、「海外」及び「不動産」の４区分から、「建

築」、「土木」及び「不動産」の３区分に変更しております。

（建築セグメント）

　国内での建築工事に関する事業より構成され、売上高は5,566百万円（前年同四半期比0.7％減）、セグメント

利益は428百万円（前年同四半期比13.2％減）となりました。

（土木セグメント）

　国内での土木工事に関する事業より構成され、売上高は3,217百万円（前年同四半期比16.5％増）、セグメン

ト利益は120百万円（前年同四半期はセグメント損失36百万円）となりました。

（不動産セグメント）

　不動産事業における売上高は239百万円（前年同四半期比65.1％減）、セグメント利益は83百万円（前年同四

半期比40.9％減）となりました。

（その他のセグメント）

　資機材の販売・賃貸等その他の事業に関する売上高は218百万円（前年同四半期比68.9％増）、セグメント利

益は36百万円（前年同四半期比49.2％増）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は1,104千円であります。なお、当第１

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 62,244,000

計 62,244,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,072,850 22,072,850
名古屋証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は1,000

株であります。

計 22,072,850 22,072,850 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 22,072,850 － 2,368,032 － 1,232,784

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　1,257,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 20,712,000 20,712 －

単元未満株式 普通株式　　　103,850 － －

発行済株式総数 22,072,850 － －

総株主の議決権 － 20,712 －

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式679株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

徳倉建設株式会社

名古屋市中区錦三丁目13番

５号
1,257,000 － 1,257,000 5.69

計 － 1,257,000 － 1,257,000 5.69

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、栄監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,423,890 4,990,870

受取手形・完成工事未収入金等 ※２ 13,482,741 ※２ 11,709,656

販売用不動産 217,295 191,247

未成工事支出金 132,909 304,379

不動産事業支出金 25,621 －

商品及び製品 1,016 －

材料貯蔵品 5,350 5,604

繰延税金資産 116,366 206,278

その他 1,131,570 1,298,683

貸倒引当金 △62,589 △71,097

流動資産合計 19,474,174 18,635,623

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,812,560 3,813,135

減価償却累計額 △2,294,821 △2,318,116

建物及び構築物（純額） 1,517,738 1,495,019

機械装置及び運搬具 401,214 392,614

減価償却累計額 △319,818 △317,953

機械装置及び運搬具（純額） 81,396 74,660

船舶 65,718 65,718

減価償却累計額 △65,718 △65,718

船舶（純額） 0 0

工具、器具及び備品 188,069 150,879

減価償却累計額 △160,142 △122,159

工具、器具及び備品（純額） 27,927 28,719

土地 4,606,806 4,609,950

建設仮勘定 2,600 -

その他 12,360 16,494

減価償却累計額 △2,844 △3,668

その他（純額） 9,516 12,825

有形固定資産合計 6,245,985 6,221,175

無形固定資産   

その他 71,495 66,856

投資その他の資産   

投資有価証券 1,471,183 1,362,117

長期貸付金 239,223 247,690

繰延税金資産 196,651 221,317

長期未収入金 313,477 301,295

破産更生債権等 10,457 10,412

その他 167,261 165,730

貸倒引当金 △200,819 △204,991

投資その他の資産合計 2,197,435 2,103,572

固定資産合計 8,514,917 8,391,605

資産合計 27,989,091 27,027,228
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 7,886,965 6,987,778

電子記録債務 1,235,448 1,099,490

短期借入金 4,527,900 3,780,057

1年内償還予定の社債 198,200 198,200

未払法人税等 133,245 39,437

未成工事受入金 1,454,596 2,407,545

完成工事補償引当金 115,789 116,812

工事損失引当金 77,112 69,418

賞与引当金 135,943 64,520

その他 738,351 1,433,518

流動負債合計 16,503,552 16,196,779

固定負債   

社債 205,000 205,000

長期借入金 3,050,099 2,711,718

長期未払金 37,240 37,240

再評価に係る繰延税金負債 93,886 93,886

環境対策引当金 2,394 2,394

退職給付に係る負債 472,229 464,203

資産除去債務 9,618 9,661

その他 113,920 97,719

固定負債合計 3,984,387 3,621,823

負債合計 20,487,939 19,818,602

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,368,032 2,368,032

資本剰余金 2,685,001 2,685,034

利益剰余金 3,050,812 2,833,841

自己株式 △164,473 △164,657

株主資本合計 7,939,374 7,722,251

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 165,702 76,690

土地再評価差額金 △537,963 △537,963

為替換算調整勘定 5,538 3,111

退職給付に係る調整累計額 △2,034 △1,957

その他の包括利益累計額合計 △368,757 △460,119

非支配株主持分 △69,465 △53,506

純資産合計 7,501,151 7,208,626

負債純資産合計 27,989,091 27,027,228
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 ※１ 9,184,969 ※１ 9,242,222

売上原価 8,551,416 8,569,855

売上総利益 633,552 672,367

販売費及び一般管理費 520,510 579,587

営業利益 113,041 92,779

営業外収益   

受取利息及び配当金 7,147 17,882

為替差益 25,630 －

その他 10,028 10,583

営業外収益合計 42,807 28,466

営業外費用   

支払利息 25,686 22,009

為替差損 － 241,315

その他 9,960 21,696

営業外費用合計 35,647 285,021

経常利益又は経常損失（△） 120,201 △163,776

特別利益   

固定資産売却益 86,151 －

その他 919 －

特別利益合計 87,070 －

特別損失   

固定資産除売却損 2,703 0

特別損失合計 2,703 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
204,568 △163,776

法人税等 83,687 △43,448

四半期純利益又は四半期純損失（△） 120,881 △120,327

非支配株主に帰属する四半期純利益 40,507 18,376

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
80,374 △138,703
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  (単位：千円)

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 120,881 △120,327

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 100,882 △88,989

為替換算調整勘定 9,618 △4,886

退職給付に係る調整額 608 76

その他の包括利益合計 111,109 △93,800

四半期包括利益 231,991 △214,127

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 186,621 △230,065

非支配株主に係る四半期包括利益 45,369 15,937
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【注記事項】

（会計方針の変更等）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第

１四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

(1）連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金に対し、次のとおり債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

従業員 2,956千円 2,602千円

(2）次の会社の分譲住宅販売に係る手付金等受領額に対して、信用保証会社へ保証を行っております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

明和地所㈱ 10,846千円 26,074千円

 

※２　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

受取手形割引高 55,781千円 5,000千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　売上高の季節的変動

　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）及び当第１四半期連結累

計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売

上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 46,178千円 41,971千円

 

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 78,272 4 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 78,268 4 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

徳倉建設株式会社(E00079)

四半期報告書

12/17



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他 合計

 建築 土木 不動産 計

売上高       

外部顧客への売上高 5,606,502 2,762,684 686,524 9,055,711 129,258 9,184,969

セグメント間の内部売上高

又は振替高
6,158 18,759 28,780 53,698 312,621 366,319

計 5,612,660 2,781,444 715,304 9,109,409 441,879 9,551,288

セグメント利益又は損失

（△）
494,425 △36,928 141,155 598,652 24,557 623,209

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資機材賃貸事業及び資材販売事業等

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 598,652

「その他」の区分の利益 24,557

セグメント間取引消去 10,343

四半期連結損益計算書の売上総利益 633,552

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
その他 合計

 建築 土木 不動産 計

売上高       

外部顧客への売上高 5,566,465 3,217,899 239,487 9,023,852 218,370 9,242,222

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 19,098 17,356 36,455 464,593 501,049

計 5,566,465 3,236,997 256,844 9,060,308 682,964 9,743,272

セグメント利益 428,993 120,312 83,438 632,744 36,643 669,387

（注）　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、資機材賃貸事業及び資材販売事業等

を含んでおります。

 

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 632,744

「その他」の区分の利益 36,643

セグメント間取引消去 2,980

四半期連結損益計算書の売上総利益 672,367

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社グループは、前連結会計年度までは「建築」「土木」「海外」及び「不動産」の４つを報告セグメ

ントとしておりましたが、事業セグメントの区分を見直し、当第１四半期連結会計期間から「建築」「土

木」及び「不動産」の３つに変更しております。

　これは、従来の報告セグメントでは、海外における建設事業を「海外」として独立した報告セグメント

としておりましたが、事業を取り巻く様々な環境変化に迅速に対応することを目的として、「海外」に属

する部門と「建築」「土木」に属する部門との一体化を図る組織改編を、平成28年６月に行ったことによ

るものであります。

　なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基づ

き作成したものを開示しております。

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
3円90銭 △6円74銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社

株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円）
80,374 △138,703

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

80,374 △138,703

普通株式の期中平均株式数（株） 20,592,348 20,591,017

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月10日

徳倉建設株式会社

取締役会　御中

 

栄監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 楯　　　　　泰　　治　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 横　　井　　陽　　子　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている徳倉建設株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、徳倉建設株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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